
JA阿波みよし
●編集／発行　阿波みよし農業協同組合　〒771-2501　徳島県三好郡東みよし町昼間1812番地
　　　　　　　TEL.0883-79-3121　FAX.0883-79-2649
●印　　　刷　株式会社 アイコー印刷

ＪＡ阿波みよし広報誌

8
2019 Aug. 

vol.29

ご挨拶
第20回　通常総代会
第２次中期経営計画について
農業資金、年金受取特典のご案内
JA共済よりお知らせ
ふれあい産直市「七夕イベント」
第20回女性部通常総会
［おしらせ］
　◎新入職員紹介
　◎農作業受託のご案内
自己改革取組宣言

１
２

３～６
７
８
８
９
１０

裏表紙

JA阿波みよし 自己改革取組宣言
これまでも、これからも、地域とともに

JA阿波みよしは『総合事業』を展開してまいります

「農業者の所得増大と農業生産の拡大へのさらなる挑戦」、「地域の活性化への貢献」、
「経営基盤の強化と経営健全化」を基本目標に、積極的な事業展開に取り組んでまいり
ます。

協同組合とは、組合員の一人ひとりが力を合わせ、みんなの願いをかなえていく組織です。
　
　◆JAは農業者が組織する協同組合です。農業者の営農と生活を支えるため、様々な事業を総合的

に展開しています。
　◆農業者の所得向上や地域農業の振興を目的に、農産物の販売や、信用事業（JAバンク）、共済

事業（JA共済）などの様々な事業を、営農相談やくらしの相談活動を通じて、総合的に結び付
け、地域農業の振興や地域づくりに取り組んでいます。

　◆農業者以外の方でも、地域農業の発展や地域づくり、JA事業を応援していただける方は、地域
農業・JAの応援団として准組合員に加入いただいております。

　◆地域農業の振興には、信用事業や共済事業などを含めた総合事業全体の収支のなかで事業運営
をしているからこそ、JAの経営基盤が安定し、営農経済渉外担当者の配置や、農業施設投資が可
能になります。

　◆農業者のみならず准組合員の事業利用が地域農業の振
興の一助となり不可欠です。

　◆JAはこれからも総合事業を通じて、組合員・地域の皆さ
まとともに地域の農業やくらしを守り、協同の精神を次
代につなげるための活動に取り組んでいきます。

　　ここでは、総合事業体として「農業者の所得増大」「農業
生産の拡大」に向けたJAの主な取り組みを紹介します。

加工用ネギ栽培研修ハウス

１．産地育成による農業生産の拡大と耕作放棄地への対策に向けた取り組み
【農産物販売高7億600万円】

　　耕作放棄地の解消と加工用ネギの産地形成づくりを図るため、加工用ネギ栽培の担い手育成研修ハ
ウスを整備し、耕作放棄地の解消と農家所得の増大・地域振興に取り組んでいます。

２．生産者コスト低減に向けた取り組み【生産資材供給高6億1,450万円】
　　営農指導を含めた高品質な生産資材の提案や資材価格低減策（自己引取や予約注文の奨励など）
を積極的に活用し、生産コストの低減に取り組んでいます。

３．地産地消の拡大に向けた取り組み【産直市生産者販売高6,775万円】
　　ふれあい産直市を通じて、食の大切さや地域農業・ＪＡへの理解を深める活動を行い、安心安全な
地元農産物を地域の皆様や管内の学校への提供に取り組んでいます。

「井川の棚田」
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組
合
員
の
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
益
々
ご

健
勝
で
ご
盛
栄
の
こ
と
と
お
慶
び
を
申
し
上
げ
ま

す
。

　
平
素
は
、Ｊ
Ａ
事
業
全
般
に
わ
た
り
ま
し
て
、
格
別

の
ご
協
力
・
ご
支
援
を
賜
り
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ

い
ま
す
。

　
令
和
元
年
６
月
２９
日
に
開
催
い
た
し
ま
し
た
第
２０

回
通
常
総
代
会
に
お
き
ま
し
て
「
第
２
次
中
期
経
営

計
画
」
な
ど
の
９
議
案
全
て
が
原
案
通
り
ご
承
認
い

た
だ
き
ま
し
た
。今
後
は
こ
の
決
定
に
基
づ
い
て
業

務
を
執
行
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で
よ
ろ
し
く
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

　
Ｊ
Ａ
経
営
に
お
い
て
は
、
長
期
化
す
る
マ
イ
ナ
ス

金
利
政
策
に
伴
う
信
用
事
業
収
益
に
及
ぼ
す
影
響
と

し
て
は
、農
林
中
央
金
庫
・
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
徳
島
信
連
か

ら
の
預
金
奨
励
金
の
減
額
が
大
き
な
要
因
と
な
り
ま

す
。加
え
て
、
公
認
会
計
士
監
査
の
導
入
に
よ
る
費
用

の
持
出
や
、
徳
島
県
下
統
一
の
電
算
シ
ス
テ
ム
の
導

入
で
内
部
統
制
整
備
は
補
填
で
き
ま
す
が
、
費
用
に

つ
き
ま
し
て
は
増
加
し
、
今
後
抜
本
的
な
Ｊ
Ａ
経
営

収
支
の
改
善
を
め
ざ
し
た
Ｊ
Ａ
経
営
基
盤
強
化
の
取

り
組
み
を
着
実
に
実
践
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
環
境
下
に
お
い
て
、
当
Ｊ
Ａ
管
内
の

状
況
は
、
中
山
間
地
域
の
条
件
不
利
な
小
規
模
農
家

が
多
い
農
業
経
営
体
系
の
傾
向
に
あ
り
ま
す
。ま
た
、

農
業
生
産
者
の
高
齢
化
に
伴
う
生
産
者
数
の
減
少
に

よ
る
耕
作
放
棄
地
が
増
加
す
る
な
ど
の
問
題
点
は
山

積
し
て
お
り
、
今
後
の
営
農
活
動
を
し
て
い
く
上
に

お
い
て
厳
し
い
状
況
に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
当
Ｊ
Ａ
の
経
営
を
健
全
な
も
の

に
し
て
い
く
に
は
、「
第
２
次
中
期
経
営
計
画
」
に
基

づ
く
自
己
改
革
を
実
践
し
て
い
か
な
く
て
は
な
り
ま

せ
ん
。新
た
な
時
代
を
み
す
え
た
事
業
再
編
整
備
に

着
手
し
、
営
農
経
済
事
業
や
金
融
共
済
事
業
を
含
む

全
て
の
部
門
に
お
い
て
、
事
業
規
模
や
地
域
特
性
に

応
じ
た
支
店
・
セ
ン
タ
ー
を
見
直
し
て
要
員
の
再
配

置
等
を
考
慮
し
て
、
効
率
的
な
運
営
体
制
を
実
現
で

き
る
よ
う
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

　
こ
の
事
業
再
編
整
備
に
は
、
組
合
員
・
利
用
者
の

皆
様
に
ご
不
便
を
お
か
け
す
る
点
も
多
々
あ
ろ
う
と

は
思
い
ま
す
が
、
現
在
の
状
況
や
、
今
後
の
経
営
計
画

を
実
現
し
て
い
く
た
め
に
は
ど
う
し
て
も
実
行
す
る

必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と
を
ご
理
解
賜
り
た
い
と
思

い
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
３０
年
１１
月
に
開
催
さ
れ
た
第
３８
回
Ｊ

Ａ
徳
島
大
会
に
お
い
て
、Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
徳
島
の
め

ざ
す
姿
と
し
て
、
５
項
目
の
戦
略
、
策
定
、
実
践
が
宣

言
さ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の
中
の「
自
己
改
革
の
実
践
を

支
え
る
経
営
基
盤
の
強
化
と
経
営
健
全
化
」「
新
た
な

時
代
を
み
す
え
た
Ｊ
Ａ
組
織
の
再
編
」
は
当
Ｊ
Ａ
の

め
ざ
し
て
い
く
姿
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。そ
し

て
、
将
来
的
に
は
県
域
統
合
Ｊ
Ａ
の
実
現
を
め
ざ
す

方
向
性
の
中
で
Ｊ
Ａ
経
営
を
継
続
し
て
、
総
合
事
業

を
続
け
る
こ
と
と
し
、
地
域
農
業
の
振
興
を
将
来
に

わ
た
っ
て
続
け
て
い
け
る
安
定
的
な
経
営
基
盤
の
確

立
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
そ
の
た
め
に
は
、
堅
実
な
経
営
方
針
を
も
と
に
法

令
を
遵
守
し
た
事
業
を
展
開
し
て
い
か
な
く
て
は
な

り
ま
せ
ん
。ま
た
、
組
合
員
、
利
用
者
の
皆
様
の
ニ
ー

ズ
を
捉
え
な
が
ら
、
渉
外
活
動
を
中
心
と
し
た
出
向

い
て
い
く
体
制
を
確
立
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
本
年
度
よ
り
取
り
組
ん
で
い
く
事
業
再
編
整
備
計

画
や
機
構
改
革
に
伴
う
諸
問
題
は
あ
る
と
思
い
ま
す

が
、
組
合
員
の
皆
様
や
利
用
者
の
皆
様
の
温
か
い
ご

理
解
と
ご
協
力
を
賜
り
な
が
ら
、
着
実
に
実
行
し
て

い
か
な
く
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
強
い
決
意
の
も
と

に
す
す
め
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
よ
ろ
し
く
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

　
組
合
員
の
皆
様
方
の
尚
一
層
の
ご
支
援
、
ご
協
力

を
お
願
い
申
し
上
げ
、
ご
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

大
西  

常
夫

代
表
理
事
組
合
長

９
議
案
を
上
程
し
全
議
案
承
認

資産の部

科　目 金額

負債及び純資産の部

科　目 金額

平成31年3月31日現在（単位：千円）

貸借対照表

科　目 金額 科　目 金額

平成30年４月１日から平成31年３月31日まで（単位：千円）

損益計算書

信用事業資産

共済事業資産

経済事業資産

雑 資 産

固 定 資 産

外 部 出 資

合　　計

48,779,761

1,655

219,826

46,327

1,049,384

1,958,896

52,055,852

信 用事 業負債

共済事業負債

経済事業負債

雑 負 債

諸 引 当 金

繰 延税金負債

出 資 金

利 益 剰 余 金

処分未済持分

評価・換算差額等

合　　計

49,283,102

264,083

119,252

74,740

99,127

131,082

459,728

1,288,838

△ 5,021

340,917

52,055,852

事 業 総 利 益

信用事業総利益

共済事業総利益

購買事業総利益

販売事業総利益

製茶事業総利益

農業経営事業総利益

産直事業総利益

指導事業収支差額

事 業 管 理 費

事 業 利 益

756,662

302,314

303,602

117,434

29,597

3,234

△ 884

5,252

△ 3,888

699,143

57,518

事 業 外 収 益

事 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前当期利益

法 人 税 等 合 計

当 期 剰 余 金

当期首繰越剰余金

当期未処分剰余金

27,237

1,140

83,615

7,051

36,302

54,364

126

54,237

114,615

168,853

　
第
２０
回
通
常
総
代
会
を
６
月
２９

日
、
総
代
４
３
０
人
（
本
人
出
席

２
３
４
人
、
書
面
出
席
１
９
６
人
）

の
出
席
の
も
と
、
池
田
総
合
体
育

館
で
開
催
し
ま
し
た
。

　
大
西
組
合
長
の
あ
い
さ
つ
に
続

き
、
来
賓
の
田
中
勝
也
徳
島
県
西

部
総
合
県
民
局
農
林
水
産
部
副
部

長
よ
り
ご
祝
辞
を
賜
り
ま
し
た
。

総
代
会
で
は
、
議
長
に
東
み
よ
し

町
三
好
地
区
の
加
藤
博
文
総
代
が

選
任
さ
れ
議
事
が
進
め
ら
れ
ま
し

た
。
　
平
成
３０
年
度
の
事
業
報
告
と
し

て
主
要
な
事
業
活
動
の
内
容
、
事

業
実
績
、
代
表
監
事
に
よ
る
監
査

報
告
が
あ
り
、
剰
余
金
処
分
案
、

第
２
次
中
期
経
営
計
画
（
令
和
元

年
度
〜
令
和
３
年
度
）
、
令
和
元

年
度
の
事
業
計
画
な
ど
が
審
議
さ

れ
、
提
出
し
た
９
議
案
全
て
原
案

通
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

通
常
総
代
会
開
催

第20回

第20回通常総代会提出議案

第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案
第６号議案
第７号議案

第８号議案
第９号議案

平成30年度 事業報告及び剰余金処分案の承認の件
第２次中期経営計画の策定の件
令和元年度 事業計画の策定の件
会計監査人選任の件
定款の一部変更の件
監事監査規程の一部変更の件
令和元年産米、麦、大豆、その他農畜産物の各種
奨励金等の代理受領等の件
理事の報酬に関する件
監事の報酬に関する件



農
業
者
の
所
得
増
大
・
農
業
生
産
の
拡
大

へ
の
さ
ら
な
る
挑
戦

地
域
の
活
性
化
へ
の
貢
献

経
営
基
盤
の
強
化
と
経
営
健
全
化

第
２
次
中
期
経
営
計
画

●
基
本
方
針

　
中
期
経
営
計
画
は
、
組
合
員
と
Ｊ
Ａ
阿

波
み
よ
し
が
「
共
通
の
目
標
」
を
共
有
し
、

向
こ
う
３
か
年
の
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
を
示
す

も
の
で
す
。

　
第
２
次
中
期
経
営
計
画
で
は
、
第
３８
回

Ｊ
Ａ
徳
島
大
会
の
メ
イ
ン
テ
ー
マ
で
あ
る

「
新
た
な
時
代
に
向
け
た
Ｊ
Ａ
の
挑
戦
」

を
踏
ま
え
、
「
農
業
者
の
所
得
増
大
」
「
農

業
生
産
の
拡
大
」
「
地
域
の
活
性
化
」
に
向

け
、
創
意
工
夫
を
こ
ら
し
た
自
主
的
な
取

り
組
み
に
よ
り
、
組
合
員
や
地
域
の
皆
様

に
必
要
と
さ
れ
る
具
体
的
な
自
己
改
革
の

取
り
組
み
を
行
い
ま
す
。

　
第
２
次
中
期
経
営
計
画
の
策
定
に
あ

た
っ
て
は
、
第
１
次
中
期
経
営
計
画
の
基

本
的
な
理
念
を
引
き
継
い
だ
う
え
で
、
新

た
な
時
代
を
み
す
え
た
事
業
再
編
整
備
に

着
手
し
、
「
農
業
者
の
所
得
増
大
・
農
業
生

産
の
拡
大
へ
の
さ
ら
な
る
挑
戦
」
「
地
域

活
性
化
へ
の
貢
献
」
「
経
営
基
盤
の
強
化

と
経
営
健
全
化
」
を
基
本
目
標
に
定
め
、

第
２
次
中
期
経
営
計
画
を
策
定
し
ま
す
。

●
基
本
目
標

（
１
） 

農
業
者
の
所
得
増
大
・
農
業
生
産

の
拡
大
へ
の
さ
ら
な
る
挑
戦

　
Ｊ
Ａ
の
使
命
で
あ
る
「
農
業
者
の
所
得

増
大
」
「
農
業
生
産
の
拡
大
」
を
最
重
点

目
標
と
位
置
づ
け
、
地
域
農
業
を
リ
ー
ド

す
る
生
産
販
売
農
家
や
農
村
・
地
域
農
業

を
支
え
る
多
様
な
農
家
が
相
互
に
連
携
・

補
完
し
合
い
、
准
組
合
員
・
地
域
住
民
が

そ
れ
ら
の
応
援
団
と
な
っ
て
地
域
農
業
が

維
持
・
発
展
す
る
姿
の
実
現
を
め
ざ
し
ま

す
。
　
ま
た
、
生
産
販
売
農
家
の
多
様
な
ニ
ー

ズ
に
対
応
す
る
事
業
モ
デ
ル
を
展
開
し
、

農
産
物
の
販
売
チ
ャ
ネ
ル
の
拡
大
（
直
接

販
売
等
の
体
制
を
強
化
し
、
県
外
へ
の
産

地
Ｐ
Ｒ
活
動
・
消
費
地
で
の
Ｐ
Ｒ
イ
ベ
ン

ト
の
展
開
）
や
、
ふ
れ
あ
い
産
直
市
か
ら

の
情
報
発
信
を
強
化
し
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
（
ソ
ー

シ
ャ
ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
）

を
活
用
し
た
生
産
品
の
Ｐ
Ｒ
に
取
り
組
み

ま
す
。

　
あ
わ
せ
て
、
加
工
品
の
付
加
価
値
を
高

め
る
こ
と
に
よ
り
農
業
者
の
所
得
増
大
を

め
ざ
す
た
め
、
産
直
市
で
加
工
品
の
開

発
・
試
作
販
売
を
す
す
め
、
プ
ラ
イ
ベ
ー

ト
ブ
ラ
ン
ド
商
品
の
販
売
に
向
け
て
取
り

組
み
ま
す
。

　
加
え
て
、
相
談
機
能
の
強
化
、
支
援
プ

ロ
グ
ラ
ム
の
充
実
、
生
産
者
担
当
者
育
成

機
能
の
醸
成
に
よ
る
生
産
者
の
支
援
、
予

約
購
買
推
進
に
よ
る
農
家
の
生
産
コ
ス
ト

低
減
に
取
り
組
み
ま
す
。
ま
た
、
三
加
茂

選
果
場
を
中
心
に
集
出
荷
場
を
整
備
し
、

大
規
模
ロ
ッ
ト
で
の
出
荷
体
制
を
構
築
し

ま
す
。
あ
わ
せ
て
、
配
送
拠
点
の
再
編
、

仕
入
・
配
送
コ
ス
ト
の
見
直
し
等
、
購
買

物
流
改
革
に
取
り
組
み
ま
す
。

（
２
）
地
域
の
活
性
化
へ
の
貢
献

　
組
合
員
・
地
域
住
民
の
Ｊ
Ａ
事
業
へ
の

参
加
・
参
画
を
促
進
し
、
地
域
の
活
性
化

な
ら
び
に
組
織
基
盤
拡
充
に
取
り
組
み
ま

す
。
　
ま
た
、
Ｊ
Ａ
総
合
事
業
や
Ｊ
Ａ
く
ら
し

の
活
動
を
通
じ
て
、
地
域
の
多
様
な
組
織

と
の
連
携
を
進
め
、
組
合
員
・
地
域
住
民

に
と
っ
て
必
要
と
さ
れ
続
け
る
組
織
と
な

る
こ
と
を
め
ざ
し
ま
す
。

　
そ
の
た
め
に
、
支
店
機
能
を
検
討
し
、

移
動
型
金
融
店
舗
車
両
を
導
入
す
る
な

ど
、
様
々
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
質
の

高
い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
支
店
を
構

築
し
、
Ｃ
Ｓ
向
上
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
導
入
、

各
種
渉
外
の
出
向
く
体
制
の
強
化
、
利
用

者
参
加
型
の
事
業
展
開
、
農
福
連
携
の
模

索
な
ど
、
農
業
の
振
興
と
地
域
社
会
へ
の

貢
献
に
取
り
組
み
ま
す
。

（
３
）
経
営
基
盤
の
強
化
と
経
営
健
全
化

　
地
域
農
業
の
実
態
や
自
ら
の
経
営
環
境

を
踏
ま
え
、
収
支
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で

事
業
や
経
営
上
の
課
題
を
洗
い
出
す
と
と

も
に
、
自
ら
の
経
営
基
盤
強
化
に
向
け
た

施
策
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
ま
た
、
適
正
な
財
務
諸
表
作
成
に
向
け

た
内
部
統
制
の
整
備
、
Ｊ
Ａ
の
各
事
業
に

精
通
し
た
複
数
名
の
内
部
監
査
士
専
任
配

置
、
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
基
本
方
針
に
準
拠
し
た

貸
出
営
業
部
門
・
決
算
等
管
理
部
門
か
ら

独
立
し
た
貸
出
審
査
体
制
の
確
立
に
取
り

組
む
と
と
も
に
、
資
産
査
定
担
当
者
の
人

材
育
成
を
図
る
な
ど
の
人
材
教
育
に
取
り

組
み
ま
す
。

●
信
用
事
業
運
営
体
制
の
あ
り
方

　
今
後
、
Ｊ
Ａ
を
取
り
巻
く
環
境
に
つ
い

て
は
、
政
府
が
求
め
る
農
協
改
革
の
議
論

や
令
和
元
年
度
か
ら
の
経
営
の
課
題
へ
の

対
応
な
ど
が
目
前
に
迫
っ
て
い
ま
す
。
管

内
の
人
口
減
少
の
一
層
の
進
展
、
農
家
組

合
員
の
高
齢
化
や
後
継
者
不
足
な
ど
、
Ｊ

Ａ
事
業
基
盤
の
弱
体
化
が
大
き
く
懸
念
さ

れ
る
情
勢
に
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
内
部
管

理
態
勢
の
さ
ら
な
る
高
度
化
も
求
め
ら
れ

て
お
り
、
人
材
の
確
保
や
育
成
が
大
き
な

経
営
課
題
と
な
っ
て
ま
い
り
ま
す
。
こ
れ

ら
の
情
勢
か
ら
、
事
業
収
益
の
大
幅
な
悪

化
に
直
面
す
る
状
況
と
な
っ
て
お
り
、
個

別
Ｊ
Ａ
の
経
営
資
源
で
は
、
今
後
の
Ｊ
Ａ

運
営
が
非
常
に
困
難
と
な
る
こ
と
が
想
定

さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、
Ｊ
Ａ
が
中
長
期
的
な

視
点
で
組
合
員
・
利
用
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス

品
質
を
維
持
す
る
と
と
も
に
、
継
続
的
に

経
営
基
盤
を
確
立
し
て
い
く
た
め
に
は
、

自
己
改
革
の
取
り
組
み
を
通
じ
た
経
営
資

源
、
経
営
基
盤
が
整
っ
た
Ｊ
Ａ
経
営
が
急

務
と
な
っ
て
お
り
、
目
標
利
益
の
確
保
を

前
提
と
し
た
、
安
定
的
な
財
務
・
収
益
力

並
び
に
内
部
管
理
態
勢
の
強
化
な
ど
県
域

全
体
で
総
合
事
業
体
と
し
て
最
大
限
の
メ

リ
ッ
ト
を
創
出
す
る
こ
と
が
重
要
と
な
っ

て
お
り
ま
す
。

　
当
Ｊ
Ａ
と
し
て
は
、
第
３８
回
Ｊ
Ａ
徳
島

大
会
決
議
に
基
づ
き
、
将
来
的
に
県
域

統
合
Ｊ
Ａ
の
実
現
を
め
ざ
す
こ
と
に
よ
る

Ｊ
Ａ
経
営
の
継
続
に
よ
り
、
総
合
事
業
を

継
続
し
、
地
域
農
業
の
振
興
を
将
来
に
わ

た
っ
て
担
い
続
け
る
た
め
の
安
定
的
な
経

営
基
盤
の
確
立
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

●
事
業
再
編
整
備
計
画

　
当
Ｊ
Ａ
は
平
成
１１
年
４
月
に
旧
三
好
郡

一
円
の
合
併
農
協
と
し
て
誕
生
し
、
今
日

ま
で
の
２０
年
間
、
地
域
農
業
振
興
と
地
域

に
密
着
し
た
事
業
展
開
に
取
り
組
み
、
健

全
経
営
を
堅
持
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
農
業
・
Ｊ
Ａ
を
め
ぐ

る
情
勢
変
化
は
著
し
く
、
農
家
戸
数
・
農

業
就
業
人
口
の
急
速
な
減
少
、
組
合
員
・

利
用
者
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
、
マ
イ
ナ
ス
金

利
等
の
長
期
化
に
よ
る
収
益
圧
迫
な
ど
を

背
景
と
し
て
、
Ｊ
Ａ
の
経
営
は
他
の
金
融

機
関
同
様
に
か
つ
て
な
い
厳
し
い
状
況
下

に
あ
り
ま
す
。

　
当
Ｊ
Ａ
で
は
、
こ
れ
ら
の
情
勢
を
健
全

な
経
営
へ
の
重
要
な
転
機
と
と
ら
え
、
令

和
元
年
度
か
ら
の
第
２
次
中
期
経
営
計
画

に
お
い
て
事
業
再
編
整
備
に
着
手
し
、
事

業
運
営
の
基
盤
で
あ
る
支
店
、
地
域
農
業

の
要
で
あ
る
経
済
セ
ン
タ
ー
・
集
出
荷
場

の
機
能
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
事
業
規

模
や
地
域
特
性
等
に
応
じ
た
支
店
・
事
業

所
の
再
編
整
備
や
要
員
再
配
置
等
に
よ
る

効
率
的
な
運
営
体
制
の
実
現
に
向
け
て
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

　
事
業
再
編
整
備
が
め
ざ
す
も
の
は
、

「
組
合
員
・
地
域
住
民
の
負
託
に
応
え
た

事
業
サ
ー
ビ
ス
の
展
開
」
、
「
強
固
な
事

業
・
経
営
基
盤
の
構
築
」
で
す
。

１
．経
済
事
業
再
編
の
必
要
性
に
つ
い
て

　
経
済
事
業
に
つ
い
て
は
、
部
門
別
損
益

に
お
い
て
赤
字
が
続
い
て
お
り
他
部
門
の

利
益
に
よ
り
組
合
経
営
が
行
わ
れ
て
い
る

状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
組
合
員
の
利
便

性
、
部
門
収
支
、
効
率
的
な
運
営
等
を
再

検
討
す
る
と
と
も
に
、
事
業
の
再
編
整
備

と
収
支
改
善
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い

ま
す
。

主
な
課
題
と
し
て
は
、
次
の
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
ま
す
。

◎
小
規
模
多
拠
点
に
お
い
て
事
業
展
開
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
配
置
要
員
や
事
業

機
能
が
限
ら
れ
、
営
農
相
談
や
顧
客
対

応
、
組
合
員
サ
ー
ビ
ス
が
不
十
分
な
状

況
で
あ
る
こ
と
。

◎
営
農
指
導
員
の
要
員
不
足
か
ら
組
合
員

宅
個
別
訪
問
や
各
生
産
部
会
生
産
者
へ

の
訪
問
が
不
十
分
で
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
も

難
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
。

◎
農
家
戸
数
や
農
業
就
業
者
の
減
少
に

よ
り
、
一
拠
点
あ
た
り
の
生
産
出
荷
物

（
取
扱
量
）
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
。

◎
施
設
の
老
朽
化
等
に
よ
り
今
後
修
繕
費

等
莫
大
な
費
用
負
担
の
発
生
が
予
測
さ

れ
る
こ
と
。

◎
利
用
者
の
減
少
等
か
ら
採
算
性
の
悪
い

施
設
等
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
。

◎
そ
の
他
（
内
部
統
制
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
、
リ
ス
ク
管
理
、
職
員
教
育
等
へ

の
対
応
強
化
）

　
第
２
次
中
期
経
営
計
画
（
令
和
元
年

度
〜
令
和
３
年
度
）
が
め
ざ
す
「
基
本
目

標
」
の
実
現
の
た
め
に
は
、
こ
れ
ら
課
題

の
改
善
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
経
済
事
業
再
編
整
備
を
実
施
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

２
．金
融
店
舗
・
Ａ
Ｔ
Ｍ
再
編
の
必
要
性
に

　 

つ
い
て

　
第
２
次
中
期
経
営
計
画
（
令
和
元
年
度

〜
令
和
３
年
度
）
に
お
い
て
人
口
減
少
時

代
に
突
入
す
る
中
で
、
市
場
性
・
採
算
性

等
を
踏
ま
え
、
合
理
化
を
進
め
る
必
要
の

あ
る
店
舗
・
Ａ
Ｔ
Ｍ
の
統
廃
合
を
進
め
、

将
来
の
抜
本
的
な
店
舗
再
編
に
向
け
た
環

境
を
整
備
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
県
域
に
お
い
て
も
、
Ｊ
Ａ
毎
に

貸
出
強
化
プ
ラ
ン
を
策
定
し
貸
出
強
化
を

図
る
一
方
で
、
信
連
奨
励
金
の
減
少
、
公

認
会
計
士
監
査
費
用
増
加
、
県
下
統
一
シ

ス
テ
ム
の
導
入
な
ど
に
よ
る
事
業
収
支
悪

化
を
見
据
え
た
コ
ス
ト
対
策
が
喫
緊
の
課

題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
基
本
的
に
は
経
済

事
業
改
革
に
よ
る
収
支
改
善
を
優
先
す
る

こ
と
が
必
要
で
す
が
、
そ
れ
で
も
必
要
利

益
に
達
し
な
い
場
合
に
は
金
融
店
舗
・
Ａ

Ｔ
Ｍ
の
統
廃
合
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　
一
方
で
、
Ｊ
Ａ
は
未
だ
小
規
模
店
舗
が

多
く
、
Ａ
Ｔ
Ｍ
稼
働
率
・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
バ
ン
キ
ン
グ
利
用
率
は
低
位
と
な
っ

て
お
り
、
店
舗
の
事
務
負
荷
が
大
き
く
、

結
果
と
し
て
職
員
は
「
顧
客
へ
の
相
談
・

セ
ー
ル
ス
」
よ
り
も
「
店
舗
の
事
務
処

理
」
に
忙
殺
さ
れ
て
い
る
現
状
に
あ
り
ま

す
。
　
更
に
、
団
塊
の
世
代
の
退
職
や
採
用
環

境
の
悪
化
を
受
け
、
職
員
数
の
減
少
傾
向

が
続
い
て
お
り
、
内
部
管
理
態
勢
や
貸
出

審
査
体
制
の
整
備
、
貸
出
強
化
等
に
向
け

た
渉
外
体
制
の
充
実
等
に
人
員
が
必
要
と

な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
現
状
の
店
舗

体
制
維
持
が
難
し
く
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
将
来
的
に
赤
字
が
見
込
ま

れ
る
店
舗
・
Ａ
Ｔ
Ｍ
を
統
廃
合
す
る
こ
と

で
Ｊ
Ａ
収
支
を
持
続
可
能
な
も
の
と
し
つ

つ
、
貸
出
・
渉
外
体
制
を
強
化
し
組
合
員

へ
の
高
度
な
提
案
・
相
談
対
応
を
実
現
す

る
こ
と
で
、
組
合
員
か
ら
見
て
も
メ
リ
ッ

ト
が
大
き
い
信
用
事
業
運
営
体
制
の
構
築

を
め
ざ
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

令
和
元
年
６
月
２９
日
の
通
常
総
代
会
に
お
い
て
、

令
和
元
年
度
か
ら
３
か
年
の「
中
期
経
営
計
画
」が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

専門的で質の高いサービスの充実
・ふれあいと対話を重視した出向くサー
ビスの強化
・組合員等利用者の満足度向上

内部けん制機能及び防犯体制の強化
・内部けん制機能・防犯体制の強化に努
めコンプライアンス・リスク管理等へ
の対応

基本目標（第２次中期経営計画）
・農業者の所得増大・農業生産の拡大へ
のさらなる挑戦
・地域の活性化への貢献
・経営基盤の強化と経営健全化

職員教育の徹底
・職員のレベルアップと組合員等利用者
へのサービス力アップ

経営基盤の確立
・支店等再編による事業コスト削減や経
営資源の集約化による事業機能の強化

組合員・地域住民
の負担に応えた事
業サービスの展開

強固な事業・経営
基盤の構築

事業再編整備がめざすもの

※詳細は次項に掲載
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● 農機事業（農機センター）
　１．再編内容
　　① 農機センター事業は県域農機一体運営事業体（JAと全農の協同事業方式により組成する事

業体）に移管します。
　　② 業務を事業体へ委任し、全農が業務を行います。
　　③ 現農機センターの施設（建物・器具備品など）は、事業体に賃貸し事業体が使用します。
　２．実施時期
　　　令和2年1月から一体運営をスタートします。
　３．再編後の対応
　　　事業体の職員（JAから出向）が管内全域を担当（専任）し、通年にわたりアフター・ケア

並びに営業活動を実施します。

● 自動車サービス事業（サービスセンター、タイヤショップ、馬路給油所）
　１．再編内容・実施時期
　　① 馬路給油所（燃料）を廃止します。（令和元年10月末日で廃止）
　　② タイヤショップ業務を終了します。（令和元年12月末日で営業終了）
　　③ サービスセンター業務（車検・修理・点検整備など）を終了します。
　　　（令和2年3月末日で営業終了）
　２．再編後の対応
　　　タイヤ交換・オイル交換などの軽微な作業、タイヤ等の販売は、JASS－PORT（箸蔵給
油所）で行います。

　　　灯油の配達は西部センターで対応します。

● 購買事業（経済店舗）
　１．再編内容
　　① 三好経済店舗を東部センターへ集約（統合）します。
　　② 三野経済店舗を東部センターへ集約（統合）します。
　　③ 山城経済店舗を西部センターへ集約（統合）します。
　２．実施時期
　　　令和2年度（令和2年4月）から新体制で実施します。
　３．再編後の対応
　　① 東部センター・・・「営農経済センター」（拠点）と位置づけ
　　　 JA管内全域の営農経済部門に関する業務を統括します。（選果場業務の統括管理を含む。）
　　　　・東部センター管内における購買事業の統括
　　　　・三加茂選果場における購買業務（生産出荷資材等）の取り扱い
　　② 西部センター・・・「生活経済センター」（拠点）と位置づけ
　　　 JA管内全域の生活経済部門に関する業務を統括します。（燃料事業の統括管理を含む。）
　　　　・西部センター管内における購買事業の統括
　　　　・山城選果場における購買業務（生産出荷資材等）の取り扱い
　　　　・JASS－PORT、LPガス業務の統括管理
　　③ 東部・西部センター共通
　　　　・管内農家・組合員宅への訪問（出向く体制）を強化します。
　　　　・営農指導員を配置し、営農相談体制（窓口対応）を強化します。
　　　　・購買品（当用品）は、受付後原則3営業日以内に配達します。

● 営農販売事業
　１．再編内容
　　① 三野選果場機能を三加茂選果場に段階的に集約します。
　　② 三好選果場業務を三加茂選果場において統括します。（季節対応）
　　③ 上記に対応するため、三加茂選果場を一部改修整備（増設等）します。
　２．実施時期
　　　令和2年度（令和2年4月）から新体制で実施します。
　　　（ただし、施設の改修整備工事の進捗状況により実施時期を判断します。）
　３．再編後の対応
　　① 三野選果場における季節対応出荷物（八朔など）については、当分の間において三野選果

場で対応します。（出向による作業）
　　② 三好選果場における季節対応出荷物（愛宕柿）については、当分の間において三好選果場

で対応します。（出向による作業）
　　③ 三加茂選果場に集約することで生産者に大きな負担とならないよう、可能な出荷物は従来

の集荷場から横持ち集荷により対応します。
　　④ 西部センター管内（山城、白地）の出荷物については、当分の間において現行どおりとし

ます。
　　⑤ 三加茂選果場、山城選果場で生産出荷資材等の取り扱いを行います。
　　⑥ 営農指導員を東部センター、西部センター、三加茂選果場に配置し、営農相談体制を強化

します。

● 金融店舗
　１．再編内容
　　① 井川支店を三好支店内へ移転します。
　　② 三野支店を三加茂支店内へ移転します。
　　③ 白地支店および山城支店を池田支店内へ移転します。
　　　 （「ブランチ・イン・ブランチ方式」複数の店舗が1つの店舗内で営業を行う方式）
　２．実施時期
　　　令和2年度（令和2年7月27日）から移転（予定）します。
　３．再編後の対応
　　①  移動型金融店舗車両を１台導入し、井川・三野・白地・山城支店管内を移動金融店舗とし

て定期巡回します。この移動型金融店舗車両は、災害などの緊急事態が発生したときでも
金融サービスを継続できる仕組みとしても活用します。

　　② ライフアドバイザー（LA）等による出向く体制を強化します。
　　③ 年金受給者については、サービス契約を締結することで、宅配サービスを実施します。
　　④ 移転に伴う、支店名・店舗番号・口座番号の変更はございませんので、現在ご利用いただ

いております通帳・カードは、これまでどおりご利用いただけます。また、公共料金・税金
・保険料などの口座振替および年金・給与などのお受け取りにつきましても、引き続きご
利用いただけますので、お手続きは必要ございません。

● ATM
　１．再編内容・実施時期
　　　井川、箸蔵、白地のATMは令和2年度（令和2年7月27日）で廃止します。
　２．再編後の対応
　　　コンビニ・一部の金融機関のATMで手数料が無料でご利用できます。
　　　※ATM手数料がかかった場合でも、一定の条件を満たせば毎月最大10回まで手数料を

キャッシュバックします。（組合員資格、給与振込または年金振込など）
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下記

JA阿波みよし

年金受取特典のご案内

アグリマイティー資金

農地取得から運転資金まで幅広い用途に
ご利用いただけるようJAの資金です。

●農業生産に直結する設備資金・運転資金
　（軽トラック購入資金も含む）

●農産物の加工・流通・販売に関する設備資金・
運転資金

●地域の活性化・振興を支援するための設備資
金・運転資金
　
●農業者等の再生可能エネルギー利用の取組を
支援するための発電・蓄電設備取得資金
　
●自然災害等による農業経営の一時的な悪化に
対応するため、農業経営の維持や再開を目的
とした緊急性を要する資金

資金使途

農業近代化資金

設備投資や農機具購入から運転資金まで
様々な資金使途に利用できる長期・低金
利の制度資金です。

●畜舎、果樹棚、農機具その他の農産物の生
産、流通又は加工に必要な施設の改良、造設、
復旧または取得に必要な資金

●果樹、その他の永年植物の植栽、育成に必要
な資金
　
●家畜の購入、育成に必要な資金
　
●農地の小規模な造設、改良、復旧に必要な資
金
　
●農業経営の規模拡大、農業経営の改善に必要
な長期運転資金

（別途所定の保証料が必要です）

リフォームローン

借入限度額　1,500万円まで
固定金利

1.1%

（別途所定の保証料が必要です）

マイカーローン

借入限度額　1,000万円まで
金利引下げ条件を満たすと

固定金利

0.9%

コンサートご招待

第1回 （平成23年） 小林幸子さん

第2回 （平成25年） 坂本冬美さん

第3回 （平成27年） 川中美幸さん

第4回 （平成29年） コロッケさん

第 5 回

天童よしみさん

令和2年

アスティとくしま

7月8日（水）
      9日（木）

JAバンク徳島

9月30日9月30日9月30日までの金利引下げ
ローンキャンペーン案内
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ふれあい産直市「七夕イベント」
　令和元年7月7日（日）に毎年恒例の七夕イベントを開催致しました。
　過去最高の約130名の子ども達が短冊に願い事を書き笹に飾り付け展示し、ゲーム遊びや働く
車（パトカー・消防車・高所作業車・トラクター・田植え機など）の体験乗車など七夕イベントを楽
しみました。

第20回JA阿波みよし女性部通常総会
　令和元年7月11日（木）に東みよし町中央公民館にて第20回JA阿波みよし女性部通常総会が開
催されました。山下女性部長の挨拶のあと、ご来賓の方々から祝辞をいただき、第1号議案～3号議
案まで承認されました。続いて、家の光大会を開催し永年購読者表彰と記事活用体験発表を行いま
した。また、女性のつどい交通安全教室を開催し、レインボー体操・俊敏性テスト・交通安全落語を
行い楽しく交通安全教育を体験しました。
　午後からは各支部の歌ありダンスありのパワフルな芸能大会が開催され、各支部との交流が盛
大に行われました。

新 入 職 員 紹 介
❶自分のアピールポイント
❷これからの抱負

❶明るい

❷1日でも早く仕事を覚えて、仕事

を任される職員になりたいです

下川　こなみ  井川支店　金融共済課
しもかわ

❶明るい、何事にも前向き

❷組合員の皆様に信頼される職員

になりたいです

藤本　優子  本店　営農経済部　購買課
ふじもと ゆうこ

❶明るく元気です

❷地域の方に信頼される職員にな

りたいです

平尾　瑞季  三加茂支店　金融共済課
ひらお みずき

❶いろいろチャレンジしてみる

❷先輩方のようにたくさん笑い、

たくさん努力する、優しさを大

切にできる職員になりたいです

藤島　和花  本店　金融共済部　共済課
ふじしま わか

❶忍耐力があるところです

❷仕事を早く覚えて、地域の方に

信頼される職員になりたいです

吉塚　拓海  白地支店　金融共済課
よしづか たくみ

４月より、JA阿波みよしに入った職員を紹介い
たします。
どうぞ宜しくお願いします！

JAアグリみよし株式会社　農作業受託のご案内

※ 上記の基本料金は参考です。作業方法や作業条件により料金は変動致します。
※ 変形田や湿田の場合は10～50％割増となります。
※ コンバイン作業で雑草が多い場合は10～20％割増となります。
※ 機械運搬料（廻送料金）をいただく場合があります。
※ 圃場条件や日時により、お引き受けできない場合があります。

■お問い合わせ先
JAアグリみよし株式会社　東みよし町足代2735-1　電話番号： 0883-79-3019

作業区分

耕 　 耘

代 か き

田 　 植

稲 刈 り

乾燥・籾すり

草 刈 り

単　位

10a

10a

10a

10a

30㎏
（1俵）

10a

備　　考基本料金
（参考）

12,000円

13,000円

12,000円

24,000円

1,200円

10,000円～

圃場枚数割増料金、隅堀作業代は別途いた
だきます。

圃場枚数割増料金、手直し作業代は別途い
ただきます。

圃場枚数割増料金、ふち刈り作業代は別途
いただきます。

乾燥・籾すりのセット料金です。
作業場までの持込み料金です。

草丈や作業方法により金額が増減します。
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